


国家公務員共済組合連合会　短期財調経理

民間企業仮定損益計算書

自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日 （単位：円）

経常収益

国庫補助金収入 204,531,000

事業外収益

受取利息 13,984

有価証券利息 75,080,984

事業外収益合計 75,094,968

　経常収益合計 279,625,968

経常費用

共同事業費 263,715,930

還付金 16,040,793

　経常費用合計 279,756,723

経常利益 △ 130,755

当期利益金 △ 130,755

金　額科　目



国家公務員共済組合連合会　短期財調経理

キャッシュ・フロー計算書

自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 △ 130,755

受取利息及び受取配当金 △ 75,094,968

未払費用の増減額 1,923,097

長期預り金の増減額 269,000,000

その他 △ 5,035,468

小計 190,661,906

利息及び配当の受取額 74,984,208

　業務活動によるキャッシュ・フロー 265,646,114

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 335,000,000

定期預金の払戻による収入 66,000,000

投資有価証券の取得による支出 △ 1,500,000,000

投資有価証券の償還による収入 151,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,618,000,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 1,352,353,886

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 1,386,767,225

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 34,413,339

科目



 重要な会計方針等 短期財調経理 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

 … 償却原価法（定額法）によっております。 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。）に

よっております。 

時価のないもの 

 …  移動平均法による原価法によっております。 

 

２．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

３．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については当座の支出に備えるために、安全かつ効率的な商品を選択

しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和 3年 3月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは、次表には含めておりません（（注 2）参照）。 

                             （単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

有価証券及び

投資有価証券 
22,965,647,683 22,965,647,683 － 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

     有価証券及び投資有価証券 

      これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

ただし、譲渡性預金については、短期間で償還されるため、当該帳簿価額を時

価としております。 



     （注 2）時価を把握することが極めて困難と認められるもの 

     長期預り金 

長期預り金は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ること

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため時価開示の対

象としておりません。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 34,413,339 円 

      現金及び現金同等物 34,413,339 円 

 

５．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

６．重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 
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